
賃
金
継
続
、
定
員
・

教
育
予
算
教
育
長
交
渉

で
、
高
橋
教
一
道
教
育

長
は
１
月
２
９
日
、
「
現

給

保

障

の

来

年

度

継

続

」
「
来
年
度
か
ら
の

退
職
手
当
の
削
減
」
「
独

自
削
減
は
従
来
通
り
来

年
度
４･

５
％
削
減
（
今

年
度
４･

８
％
）
」
と
す

る
最
終
回
答
を
示
し
ま

し
た
。

新
た
な
給
与
縮
減
に
つ
い
て
高

橋
教
育
長
は
、
「
７
月
か
ら
の
給
与

削
減
を
前
提
に
地
方
公
務
員
給
与

費
が
減
額
さ
れ
る
な
ど
、
道
財
政

は
非
常
に
厳
し
い
。
今
後
も
引
き

続
き
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
を

進
め
て
い
く
」
と
回
答
。
つ
ま
り
、

独
自
削
減
は
継
続
で
、
「
（
管
理
職

以
外
の
職
員
に
つ
い
て
）
２
５
年

度
４･

５
％
、
２
６
年
度
４･

２
％

と
そ
れ
ぞ
れ
減
額
、
そ
の
う
ち
３

０
歳
以
下
職
員
は
２
５
年
度
２
６

年
度
４
％
を
減
額
す
る
」
と
い
う

こ
と
で
す
。
道
財
政
が
厳
し
い
こ

と
を
理
由
に
、
２
０
１
３
年
度
は

当
初
の
予
定
ど
お
り
の
縮
減
率
で

実
施
す
る
こ
と
を
強
行
し
ま
し
た
。

道
・
道
教

委
は
道
財

政
が
好
転

し
な
い
理

由
を
明
確

に
す
る
こ

と
も
で
き

ず
、
そ
の

上
、
国
の

交
付
税
削

減
の
方
針

を
持
ち
出
し
て
き
て
、
今
後
一
層

厳
し
い
状
況
に
な
る
こ
と
ば
か
り

を
強
調
し
ま
し
た
。
今
後
も
「
道

の
財
政
赤
字
の
原
因
は
道
職
員
・

教
職
員
に
責
任
は
な
い
」
こ
と
を

確
認
し
、
道
職
員
・
教
職
員
の
賃

金
カ
ッ
ト
に
頼
っ
た
「
行
財
政
改

革
」
路
線
か
ら
の
転
換
を
求
め
、

独
自
削
減
撤
回
を
要
求
し
ま
し
た
。

ま
た
、
給
与
改
定
に
伴
う
経
過

措
置
（
現
給
保
障
）
に
つ
い
て
は

「
平
成
２
５
年
度
は
現
行
ど
お
り

継
続
。
平
成
２
６
年
度
以
降
は
国

や
他
府
県
の
動
向
を
見
て
話
し
合

う
。
」
と
回
答
。
来
年
度
も
継
続
さ

せ
た
と
い
う
意
味
で
は
前
進
回
答

と
言
え
ま
す
。
し
か
し
、
今
ま
で

の
経
緯
か
ら
い
っ
て
、
そ
も
そ
も
、

廃
止
を
提
案
す
る
こ
と
自
体
が
、

許
さ
れ
る
こ
と
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

２
０
０
６
年
４
月
の
給
料
表
大
幅

改
悪
に
あ
た
っ
て
、
そ
れ

以
前
の
給
与
月
額
と
の
差

が
な
く
な
る
ま
で
差
額
を

支
給
す
る
と
し
た
こ
の
制

度
の
趣
旨
か
ら
い
っ
て
、

期
限
を
定
め
る
こ
と
は
全

く
道
理
が
通
り
ま
せ
ん
。

退

職

手

当

に

つ

い

て

は
、
「
実
施
時
期
が
今
年

度
退
職
者
は
対
象
外
と
な

り
、
９
ヶ
月
ご
と
の
経
過

措
置
が
１
２
ヶ
月
、
１
４

ヶ
月
と
延
長
」
に
な
り
ま

し
た
。
「
年
度
単
位
、
異

動
時
期
を
配
慮
」
と
な
っ

た
こ
と
で
、
当
初
提
案
よ

り
前
進
回
答
で
す
が
、「
国

に
準
じ
て
」
決
め
る
こ
と

が
原
則
で
あ
る
と
し
て
大

幅

削

減

を

強

行

し

ま

し

た
。
北
海
道
は
こ
れ
ま
で
独
自
削

減
で
１
４
年
間
４
５
０
万
円
（
今

年
度
退
職
者
）
を
す
で
に
削
減
さ

れ
て
い
る
特
殊
な
状
況
に
あ
り
ま

す
。
他
県
で
の
「
早
期
退
職
者
続

出
」
の
問
題
な
ど
か
ら
開
始
時
期

を
４
月
１
日
と
す
る
こ
と
や
、
経

過
措
置
を
国
よ
り
先
延
ば
し
す
る

こ
と
で
一
定
の
改
善
は
あ
っ
た
も

の
の
、
３
年
後
に
は
現
行
よ
り
４

１
７
万
円
の
削
減
と
な
り
ま
す
。

三
十
数
年
間
、
教
職
員
と
し
て
一

人
ひ
と
り
の
子
ど
も
た
ち
の
成
長

と
発
達
を
保
障
す
る
た
め
に
、
膨

大
な
超
過
勤
務
の
も
と
、
日
夜
努

力
し
て
き
た
教
職
員
に
対
し
て
「
国

に
準
じ
て
」
と
い
う
理
由
だ
け
で

強
行
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
道
独
自
削
減

で
退
職
金
削
減
以
上
の
給
与
カ
ッ

ト
を
受
け
て
い
る
教
職
員
に
と
っ

て
、
到
底
納
得
で
き
な
い
大
幅
削

減
に
は
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。
（
回

答
内
容
の
詳
細
は
別
項
）

交
渉
団
は
道
と
道
教
委
の
姿
勢

に
強
く
抗
議
す
る
と
と
も
に
、
今

後
の
道
政
の
推
移
を
見
守
り
、
道

民
本
位
の
行
財
政
改
革
に
向
け
た

施
策
の
実
行
を
引
き
続
き
要
求
し

て
い
く
こ
と
を
表
明
し
ま
し
た
。

な
お
、
最
終
交
渉
ま
で
に
、
道

内
各
学
校
職
場
か
ら
寄
せ
ら
れ
た

「
独
自
削
減
の
撤
回
と
現
給
保
障

の
継
続
を
求
め
る
要
求
署
名
」

６
２
２
７
筆
が
提
出
さ
れ
、
ま
た
、

「
道
教
委
へ
一
言
・
二
言
」
も
多

数
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。
こ
の
う
ち

桧
山
教
組
か
ら
も
多
数
提
出
し
ま

し
た
。
ご
協
力
に
心
か
ら
感
謝
申

し
上
げ
ま
す
。(

関
連
記
事
裏
面
）

交渉課題と教育長回答（概容）

■独自削減について（継続）
〈給与〉
・管理職以外25年度4.5%、26年度4.2%。30歳以下は２年間4%。

・管理職：大規模校長～２年間9％削減。

・前記以外の学校の管理職25年度8.7％、26年度8.4％の削減。

〈期末・勤勉手当「役職段階別加算額」〉
・管理職以外：４分の１減額 ・管理職：３分の１相当額減額

〈管理職手当〉 ２年間20％減額

■ 給与改定経過措置額（現給保障）について
・Ｈ25年度は現行通り（つまり廃止されずに現給保障が継続さ

れます）。

・Ｈ26年度以降の取扱いについては引き続き話し合う。

■ 退職手当手当について

手当金額 調整率 支給月数

現行 2673 万円 104/100 59.28月
H25/4/1 2526 万円 98/100 55.86月
H26/4/1 2379 万円 92/100 52.44月
H27/4/1 2256 万円 87/100 49.59月

■ 休憩時間の適正化について
現在、調査の集計・分析を進めているところ。今後、分析結果

を踏まえつつ、休憩時間の確保に向けた対応策など、検討委員

会等を設置するなどして検討していく。

発
行

独自削減４.５％に
ゆ
る
せ
な
い
退
職
手
当
大
幅
削
減
！
今
年
度
の
退
職
者
は
、
対
象
外
！

現
給
保
障
、
来
年
度
継
続
！
当
初
提
案
か
ら
は
前
進

賃金等道教育長交渉
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